
◎障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律 
（令和元年六月一四日法律第三六号）   

一、 提案理由（平成三一年四月二四日・衆議院厚生労働委員会） 

○根本国務大臣 ただいま議題となりました障害者の雇用の促進等に関する法律の一部

を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 昨年、国及び地方公共団体の多くで、障害者雇用率の算定対象となる障害者の確認及

び計上に誤りがあり、障害者雇用率を満たしていない状況にあったことが明らかになり

ました。このため、その再発防止を徹底するだけでなく、障害者雇用率の速やかな達成

と、障害者の活躍の場の拡大に向けた取組を進める必要があります。加えて、近年、就

労希望を有する精神障害者等が大幅に増加する一方で、中小企業における障害者雇用の

取組が十分に進んでいない状況にあります。 

 こうした状況を踏まえ、障害者雇用施策の充実強化を図り、官民問わず、障害者の雇

用を一層促進するため、この法律案を提出いたしました。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、障害者の活躍の場の拡大に関する措置を講ずることとしています。 

 具体的には、国及び地方公共団体がみずから率先して障害者の雇用に努めなければな

らない責務を規定するとともに、国及び地方公共団体における障害者である職員の職業

生活における活躍の推進を図る観点から、国及び地方公共団体に対して、障害者活躍推

進計画の作成及び公表を義務づけることとしているほか、厚生労働大臣に通報した障害

者の任免に関する状況の公表を義務づけることとしています。 

 また、障害者の雇用を推進する体制を整備するため、国及び地方公共団体に対して、

障害者雇用推進者及び障害者職業生活相談員の選任を義務づけることとしているほか、

障害者である職員を免職する場合における公共職業安定所長への届出を義務づけること

としています。 

 加えて、短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会を確保するため、短時間労働

者のうち一週間の所定労働時間が一定の範囲内にある者を雇用する事業主に対して、障

害者雇用納付金を財源とする特例給付金を支給する仕組みを創設するほか、中小事業主

における障害者雇用の取組を促進するため、障害者の雇用の促進等に関する取組の実施

状況が優良であることなどの基準に適合する中小事業主の認定制度を創設することとし

ています。 

 第二に、国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関

する措置を講ずることとしています。 

 具体的には、厚生労働大臣又は公共職業安定所長による国及び地方公共団体に対する

報告徴収の規定を設けることとしています。また、国及び地方公共団体並びに民間の事

業主に対し、障害者雇用率の算定対象となる障害者の確認に関する書類の保存を義務づ

けることとしています。さらに、当該障害者の確認方法について規定するとともに、厚



生労働大臣は、必要があると認めるときは、国及び地方公共団体に対し、この確認の適

正な実施に関し、勧告をすることができることとしています。 

 最後に、この法律案の施行期日は、一部の規定を除き、平成三十二年四月一日として

います。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要でございます。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いいたします。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（令和元年五月一六日） 

○冨岡勉君 ただいま議題となりました障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改

正する法律案について、厚生労働委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。 

 本案は、障害者の雇用を一層促進するため、所要の措置を講じようとするもので、そ

の主な内容は、 

 第一に、国及び地方公共団体がみずから率先して障害者の雇用に努めなければならな

い責務を規定すること、 

 第二に、国及び地方公共団体に対し、障害者活躍推進計画の作成及び公表、厚生労働

大臣に通報した対象障害者の任免に関する状況の公表等を義務づけること、 

 第三に、短時間労働者のうち一週間の所定労働時間が一定の範囲内にある障害者を雇

用する事業主に対し、障害者雇用納付金を財源とする特例給付金を支給する仕組みを創

設すること 

等であります。 

 本案は、去る四月二十三日の本会議において趣旨説明が行われた後、同日本委員会に

付託されました。 

 本委員会におきましては、翌二十四日根本厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取し、

二十六日から質疑に入り、五月七日には参考人から意見を聴取するなど審査を行い、十

日に質疑を終局いたしました。次いで、討論、採決の結果、本案は全会一致をもって原

案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年五月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 国及び地方公共団体における障害者活躍推進計画の作成に当たっては、障害者団体

の参画を得て指針を策定するとともに、現に就労している障害者、地域の関係者等か

らの意見を踏まえつつ、その内容について、「障害者差別禁止指針」及び「合理的配

慮指針」を基準として、国及び地方公共団体における採用方法、採用後の労働環境等

の実態の把握及び公表並びに実態を踏まえた改善策を当該計画に盛り込むこと。また、

当該計画の実施に当たり、地方公共団体間で格差が生じないよう、各地方公共団体の



財政状況や地域事情に応じて、計画実現のための必要な支援を検討すること。 

二 国及び地方公共団体による障害者の大量採用の影響を受けて法定雇用率未達成とな

った民間企業については、その実態把握に努め必要な支援策を検討すること。 

三 対象者の範囲を含む障害者雇用率制度の在り方及び助成金の支給を含む障害者雇用

納付金制度の在り方について、障害者団体が参画する検討の場を設けること。その際、

障害者雇用率制度の対象者の範囲については、障害者基本法及び障害者雇用促進法の

障害者の定義を踏まえ、障害者手帳所持者以外も含めることを検討すること。 

四 障害者雇用率制度において長期の雇用に対するインセンティブを付与することを検

討する等、障害者の平均勤続年数の増加に向けた施策に取り組むこと。 

五 除外率制度の廃止に向けて、労働政策審議会において遅滞なく検討すること。 

六 在宅就業障害者支援制度について、民間企業を含む関係団体の意見を踏まえつつ、

その充実に向けて取り組むこと。また、福祉的就労の場への仕事の発注に関して、民

間企業等からの発注促進策について検討すること。 

七 国、地方公共団体及び民間企業における障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮

の提供の実施状況について、その実態を幅広く把握し、個人情報の保護に留意しつつ

公表すること。また、実態把握に当たっては、事業主だけでなく雇用されている障害

者及び障害者団体からの意見や情報を十分に反映すること。 

八 障害者が働くための人的支援など合理的配慮を含む環境整備に関する支援策の充実

強化に向けて検討すること。また、職場介助者や手話通訳者の派遣等の人的支援に関

し、現行制度上の年限の撤廃及び制度利用の促進について検討すること。 

九 男女別の障害者の雇用状況等の実態把握を行い、障害のある女性の複合的困難に配

慮したきめ細かい支援を講ずること。 

十 労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の一体的展開の推進を審議で

きる体制を速やかに整備し、制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等

がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状を解消するため、

通勤に係る障害者への継続的な支援や、職場等における支援の在り方等の検討を開始

すること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（令和元年六月七日） 

○石田昌宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、障害者の雇用を一層促進するため、短時間労働以外の労働が困難な状況

にある障害者を雇用する事業主への支援、国及び地方公共団体における障害者の雇用状

況についての的確な把握等に関する措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、障害者活躍推進計画の作成等に障害当事者が参画する必要性、

障害者雇用納付金制度の在り方、国等の障害者雇用が民間企業に及ぼす影響、中小企業

における障害者の雇用促進及び就労定着支援策等について質疑を行うとともに、参考人



より意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年六月六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、国及び地方公共団体は自ら率先して障害者の雇用に努めるという責務を規定するこ

との意義を重く受け止め、障害者が自らの希望や障害の特性等に応じて、無理なく安

心して、かつ働きがいを持って安定的に働くことができるよう、障害者の活躍の場の

拡大に向けた取組を着実に進めること。また、民間企業における先進的な取組事例な

どを参考にしつつ、障害者権利条約が求めるインクルーシブ雇用の推進も念頭に置き

ながら、公務部門における重度障害者の雇用の促進に努めること。 

二、国及び地方公共団体における障害者活躍推進計画の作成に当たっては、障害者団体

や当事者の参画を得て指針を策定するとともに、現に就労している障害者や地域の関

係者等からの意見も踏まえつつ、その内容について、「障害者差別禁止指針」及び

「合理的配慮指針」を基準として、国及び地方公共団体における採用方法、採用後の

労働環境等の実態の把握及び公表並びに実態を踏まえた改善策を当該計画に盛り込む

こと。また、当該計画の実施に当たり、地方公共団体間で格差が生じないよう、各地

方公共団体の財政状況や地域事情に応じて、計画実現のための必要な支援を検討する

こと。 

三、国及び地方公共団体による障害者の大量採用の影響を受けて法定雇用率が未達成と

なった民間企業については、その実態把握に努め、当該企業に対して集中的な支援を

行うことを含め、必要な支援策を速やかに検討すること。 

四、対象者の範囲を含む障害者雇用率制度の在り方及び助成金の支給を含む障害者雇用

納付金制度の在り方について、障害者団体が参画する検討の場を設けること。その際、

障害者雇用率制度の対象者の範囲については、障害者基本法及び障害者雇用促進法の

障害者の定義を踏まえ、障害者手帳所持者以外も含めることを検討すること。 

五、障害者雇用においては、障害者の能力を引き出して就労できるようにすることが重

要であることを踏まえ、障害者手帳は取得できないが障害によって働きづらさを抱え

る者への就労支援と、そのために必要となる就労能力の判定の在り方について、専門

家による検討の場を設け、速やかに検討を開始すること。 

六、障害者雇用率制度において長期の雇用に対するインセンティブを付与することを検

討する等、障害者の平均勤続年数の増加に向けた施策の実現に取り組むこと。 

七、障害者雇用の促進等に関する取組が優良な中小事業主に対する認定制度の創設に当

たっては、中小企業の障害者雇用や経営の実情等を踏まえ、評価項目等を検討するこ



と。また、当該制度が広く普及するよう、国民に制度の周知啓発を行うとともに、認

定制度の新たなメリットの付与について検討を進め、併せて、労働関係法令違反など、

制度の趣旨にふさわしくない企業の不認定及び認定取消しについても基準を設けるこ

と。 

八、除外率制度の廃止に向けて、除外率の段階的な引下げ等を労働政策審議会において

遅滞なく検討すること。 

九、在宅就業障害者支援制度について、民間企業を含む関係団体の意見を踏まえつつ、

その充実に向けて取り組むこと。また、障害者就労施設等への仕事の発注に関して、

民間企業等からの発注促進策について検討すること。 

十、国、地方公共団体及び民間企業における障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮

の提供の実施状況について、その実態を幅広く把握し、個人情報の保護に留意しつつ

公表すること。また、実態把握に当たっては、事業主だけでなく雇用されている障害

者及び障害者団体からの意見や情報を十分に反映すること。 

十一、障害者が働くための人的支援など合理的配慮を含む環境整備に関する支援策の充

実強化に向けて検討すること。また、職場介助者や手話通訳者の派遣等の人的支援に

関し、現行制度上の年限の撤廃及び制度利用の促進について検討すること。 

十二、障害の種別・程度に応じた男女別、年齢層別の障害者の雇用・就労状況等の実態

把握を丁寧に行い、障害のある女性や中高年齢層の複合的困難、また労働時間など働

き方に特段の対応が必要な障害者等に配慮したきめ細かい支援策を具体的に検討し、

講じていくこと。 

十三、労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の一体的展開の推進を審議

できる体制を速やかに整備し、制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援

等がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状を解消するた

め、現状の把握を行うとともに、通勤に係る障害者への継続的な支援や、職場等にお

ける支援の在り方等の検討を開始すること。 

十四、教育委員会における障害者の雇用の促進のため、障害を有する教職員の採用を進

めるに当たっては、文部科学省と厚生労働省が連携して、共生社会の形成の理念のも

と、必要な施策を進めること。 

十五、障害を有する者の勤労意欲が増進し、また、減退しないことを主眼に置いた上で、

雇用、年金、福祉等の諸制度間の連続性が確保されるよう、必要な検討を行うこと。 

 右決議する。 

 


